研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　東病棟　　　　　　　　　　職　種　　　看護　　　　　氏　名　伊藤　有慶

	期　　間　　平成２２年　９月８日～平成２２年　９月８日

	出張目的　　若年性認知症フォーラムに出席のため

	出 張 先　　東奥はちのへホール


　今回若年性認知症啓発フォーラムに参加し、講演を聞くことで若年認知症という疾患を抱えた方々を取り巻く環境や、我々も考えていかなければならない課題について認識する事が出来たと考える。

　若年性認知症という疾患はライフステージでいう壮年期にあたる方々が発症したものをいう。そのような時期にある方々は地域社会の中で社会の中核となり、会社での役割を果たし、又家庭では子育て、ローンの返済といった個々での課題に取り組み、日々生活を送っている。それがある日突然現れる認知症状、そして進行。その方々が感じる戸惑い、混乱、不安は我々の想像をはるかに超えるものであり、高齢認知症とはまた異なったものであると考える。

　そのような誰しもが発症する可能性がある疾患を抱えた方々やその家族を取り巻く環境の背景には、診断や治療が確立されてないことや、利用できない、申請できない社会資源があるのが現状としてあげられる。そのような本人、家族の憤りに対して我々が介入できるのだとしたら、本人や家族が精神的はけ口として利用できる相談窓口の設置や、希望に添えるようスタッフ内でのスキルの向上などがある。

　現在、若年性認知症者対象のサロンが開催されており、疾患を抱えながらも働きたい、人の役に立ちたいなどという気持ちを抱き、なかなか叶わない方々にとっても大切な場となっていると考える。

　今回の講演を聞いて今まで自分が知りえなかった若年認知症と診断された方々を取り巻く環境や現状など学ぶ事が出来き、若年認知症に限らず今後自分が行っていく看護においても考えさせられ、又活かしていける部分も多く感じる事が出来たと考える。
講義

第1部　若年性認知症者に必要な支援
若年認知症の受診状況
（平成20年実態把握調査：4専門機関）
・受診の年齢平均は56.6歳、（発症年齢は48.8歳）
・発症から診断確定までの期間：1年未満39％確定　診断から3年以上要する場合あり。
・診断確定時の重症度　：軽度21％、中等度30％　重度38％
・高齢期認知症は、脳血管性障害（CVA）が最も多い。
　若年性認知症は、アルツハイマー型56％、CVA7％、前頭側頭型3％
若年性認知症の場合、早期発見が重要とされているが病院受診までに時間を要する場合が多々見られている。早期に受診した場合などでもうつ病などと間違われるなど、診断の確定までに重症化するケースが多く報告されている。また、社会的な支援システムがないということも現状。
若年性認知症に現実的課題
・中年～壮年期の発症・職業機能は真っ盛り
・病気による生活の中断
・経済的問題／家庭の困惑
· 社会的な離脱と孤独
・進行と介助／介護の将来不安
→若年認知症への社会的な支援システムがない
若年認知症への対応課題
・ライフサイクルに応じた生活自立支援
1.若年認知症への一般的・専門的理解の普及・啓発
2.若年特有の障害構造の把握（残存能力の評価）
3.早期発見と治療環境の整備
4.リハビリテーション（ICF対応）・二次障害の予防
5.ADL維持・就労継続／地域活動への移行の援助
6.家族・周辺社会への支援とコミュニケーション
7.地域生活の介護と支援体制
8.増悪期の医療・終末期への対応
共有したいこと
1.若年認知症の理解への糸口を得る
　若年認知症の人の行動は、意思をはっきり伝える
「若年認知症への対応」を知る事によって、「高齢認知症のケア」の質が変わる。
2.適切な治療とケアが、後々の人生と処遇に影響する
3.最も有効な資源は、スタッフ・サポート・サポーター・社会資源の整備
第2部　パネルディスカッション　若年性認知症の支援体制
「若年性認知症者を取り巻く環境」
・早期発見、診断の難しさ
・世間の偏見、屈辱感
・失職による社会的役割の喪失
・経済的問題（医療費、生活費、学費、各種ローン）
・家族の将来に対する不安
・介護家族の身体的・精神的な負担増
・車の運転の問題
・社会資源の問題
→当事者・家族の状況を含めた対策が必要性である。
これからの若年性認知症対策の概要（厚生労働省）
【若年認知症施策の現状と課題】
・若年性認知症に対する理解の促進
・早期発見、医療、介護の充実
・雇用継続や就労の支援
・障害者手帳の早期取得や障害基礎年金
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